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1．はじめに 

地震による災害に加え，近年，集中豪雨により大規

模な水害・土砂災害が発生している．人口減少によ

り，税収入が減少する中で，被災地に災害復旧費を出

すことが財政的に厳しくなることが予想される．ま

た，インフラが老朽化し，更新時期を迎えつつある．

このような財政状況を改善するため，住居移転による

都市のコンパクト化によって効率的な土地利用をして

いく必要があると考えられる．平成 26 年に都市再生

特別措置法の一部改正により自治体がコンパクトなま

ちづくりを行うために立地適正化計画を設定できるよ

うになったが，居住誘導区域の線引きは検討中であ

る．コンパクト化に関する既往研究では，森本 1)が都

市のコンパクト化による道路，上下水道の維持費用と

環境効果を算出している．住居移転に関しては梶本ら

2)が九州地方を対象に約 2割の地域が土砂災害危険区

域からの集落内防災移転の財政的実現可能性があるこ

とを明らかにしている．本研究では，宮崎市をケース

スタディとして，地震，水害，土砂災害の災害復旧

費，インフラ維持・更新費の削減費用を算出し，住居

移転を行った場合に財政的実現可能性のある地域を把

握することを目的とする． 

2．研究内容 

 (1)住居移転 

 本研究では，宮崎市内で住居が立地する 500ｍメッ

シュを移転元の地域とし，の財政的実現可能性を判断

する．移転先は生活環境の変化を少なくし，1 人当た

りのインフラ維持コストを下げるため，半径 1km以内

のメッシュで移転元より人口密度が大きいかつ災害危

険区域外で住居が移転するスペースがあるメッシュと

する．移転期間は 3年とした． 

表 1 インフラの維持管理費・更新費原単位 
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 (2)財政的実現可能性の判断基準 

財政的実現可能性を検討する視点として居住区域の

集約によって削減されると考えられる道路，上下水道

の維持管理・更新費用，被災地の復旧費用を「便

益」，住居の移転を保障するために必要な費用として

住宅解体費，住宅移転補償費，土地代を国と地方自治

体が保障する「費用」とし，「便益」から「費用」を

引いた「純便益」とし，費用便益分析を行った．建物

インフラ 維持管理原
単位（/年） 

更新原単位 更新
年 

道路 48.1 万円/km 0.47 万円/m2 15 年 

上水道 23.3 万円/km 13.5 万円/m 40 年 

下水道 8 万円/km 12.4 万円/m 50 年 



 

 

のデータとして世帯構成，延床面積，築年代などの情

報が含まれる「建物ポイントデータ」を用いることで

メッシュ内の住宅解体費を計算した．住宅移転補償費

は住家の時価を補償費とした．メッシュごとに表 1の

費用原単位に GISデータから得られたインフラ量を乗

じてインフラの維持管理・更新費を計算し，移転によ

って削減できる便益とした．災害復旧費のうち水害・

土砂災害は水害統計調査 3)をもとに浸水危険区域，土

砂災害危険区域ごとの年間の期待被害額を算出した．

地震は今後発生すると予想されている南海トラフ地震

の揺れによる建物倒壊と津波による被害額を内閣府 4)

の資料を用いて，震度ごとの倒壊率（表 2）による建

物の全壊数と津波浸水区域内の建物数により算出し

た．木造住宅の法定耐用年数平均は 22 年であるの

で，その 1.5 倍の 33年以内に純便益が正となれば財政

的実現可能性があると判断する．また，社会的割引率

は 4％とした． 

(3)宮崎市における財政的実現可能性の検証の結果  

 メッシュごとの 33年間の純便益累計を図 1に示し

た．また，純便益が正となった地域を移転した場合の

費用便益分析のグラフを図 2 に示した．純便益が正と

なった地域は 1172中 51で全体の約 4％となった．水

害や土砂災害が多い地域でも人口の多い地域では純便

益が負になる傾向にあった． 

  

図 1 宮崎市の純便益累計 

 

 

3．おわりに 

 本研究では，住宅移転の費用を国と自治体が補償

する場合の財政的実現可能性を検証した．その結果，

災害多発地域であっても人口密度の多い地域は移転に

よる財政的実現可能性はなく，一方災害がおこりにく

い地域でも人口密度の少ない地域では実現可能性があ

った．全体でも財政的実現可能性のある地域は少なか

った． 

 今回の研究では，財政的な観点のみで住宅移転の

検討を行ったため，生活の質の変化を考慮できていな

い．居住誘導区域を決定するには，財政面だけでなく

生活の質の変化も考慮に入れた住居移転を検討する必

要がある． 

 

図 2 費用便益分析 
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